
今後の主な制度改正の予定について 

 
１ 国民健康保険（料）税の賦課限度額の見直し及び低所得者に係る軽減判定所得の見直し 

（R6.4 施行） 

・ 国民健康保険料（税）のうち、後期高齢者支援金等賦課（課税）限度額について、現行
の 22万円から 24万円に２万円引上げ 

・ 基礎賦課（課税）限度額及び介護納付金賦課（課税）限度額は、現行の 65 万円及び 17
万円で据え置き（合計 104万円から 106万円に２万円引上げ） 

・ ５割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき
金額を 29.5 万円（現行：29 万円）に引上げ 

・ ２割軽減の対象となる世帯の軽減判定所得の算定において被保険者等の数に乗ずべき
金額を 54.5 万円（現行：53.5 万円）に引上げ 

→地方税法施行令等の改正を踏まえて各自治体で条例を改正 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ こども・子育て支援金制度等（R6.2法案提出 R8施行）・出産育児一時金制度（R5施行） 

・ 医療保険者に被保険者等から保険料とあわせてこども・子育て支援金を徴収させ、国に
こども・子育て支援納付金として納付→子育て支援事業へ充当 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料５ 

R5.12 令和 6 年度税制改正の概要 

R6.2.16 子ども・子育て支援法等の一部を改正する 

法律案 概要・参考資料 改変（子ども家庭庁） 



・ 後期高齢者医療制度が出産育児一時金に係る費用の一部を支援する仕組みを令和５年
度から導入し、子育てを社会全体で支援 

① 後期高齢者医療制度から県に対しては、後期高齢者支援金と相殺  

② 県から市町村に対しては、各市町村の交付見込額を納付金（医療分）から減算 

※令和５年度に限り、保険者への補助事業で対応 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

令和５年 11 月２日付け仮係数通知【参考資料】（抜粋） 

① 

② 



（３）減額調整措置の廃止について（令和５年 12月 27日付け保国発 1227第４号抜粋） 
令和６年度から 18 歳に達する日以後の最初の３月 31 日までの間にある被保険者を対象とする医療費助成

に係る国庫負担（療養給付費等負担金及び普通調整交付金）の減額調整措置を廃止することとしている。この
ため、減額調整措置の廃止により増加する国庫負担額が見込める場合には、見込むこととして差し支えない。 

３ 地方単独事業の減額調整分の上乗せ廃止について（R6年度納付金算定から反映） 

福祉医療費給付事業に係る療養給付費負担金等の地方単独事業の減額調整分の取扱いについて、

国確定係数通知の中で以下のとおり記載があったため、県としては令和６年度から納付金に上乗

せしないこととした。 

 

 

 

 

 

４ 健康保険証の廃止とマイナ保険証への移行（R6.12施行） 

 

◯ 健康保険証の廃止を定めるマイナンバー法等の一部改正法について、施行期日を令和６年12月

２日とする施行期日政令が閣議決定・公布。 

現行の健康保険証の発行については、令和６年12月２日より終了し、マイナ保険証を基本とす

る仕組みに移行し、マイナ保険証を保有しない方には、資格確認書を発行。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ その他保険者機能の強化 

①第三者行為求償事務の取組強化 

・広域性や専門性のある事案について、市町村の委託を受けて都道府県が実施可能とす 
る。【R7.4～ 施行予定】 

②退職者医療制度の廃止 

・対象者が激減し財政調整効果が実質喪失していることを踏まえ、事務コスト削減を図 
る観点から、前倒しして廃止。【R6.4施行】 

R6.1 第 174 回社会保障審議会医療保険部会資料 

（一部改変） 
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